
３．引当外退職給付増加見積額は以下のとおりであります。 （単位：円）

大阪固有事業 福岡固有事業 受 託 事 業 その他事業 計 法 人 共 通 合 計

引当外退職給付増加見積額 0 2¶319¶991 1¶069¶908 8¶980¶958 12¶370¶857 9¶158¶250 21¶529¶107

貸 借 対 照 表
平成24年３月31日現在

［単位：円］

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
Ò 流 動 資 産 Ò 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 4¶206¶075¶421 運営費交付金債務 1¶419¶251¶377

た な 卸 資 産 148¶816¶559 預 り 補 助 金 等 105¶781

未 収 金 1¶350¶717¶636 預 り 寄 附 金 41¶921¶540

そ の 他 21¶339¶856 リース債務（短期） 93¶928¶528

流動資産合計 5¶726¶949¶472
未 払 金 4¶091¶781¶285

Ó 固 定 資 産
未 払 消 費 税 等 81¶660¶300

１ 有 形 固 定 資 産
前 受 金 6¶015¶000

建 物 29¶752¶297¶439
預 り 金 83¶509¶192

減価償却累計額 �14¶427¶241¶048
そ の 他 2¶943¶925

減損損失累計額 � 27¶112¶852 流動負債合計 5¶821¶116¶928

15¶297¶943¶539 Ó 固 定 負 債
構 築 物 2¶842¶372¶900 資 産 見 返 負 債

減価償却累計額 � 1¶599¶799¶582 資産見返運営費交付
金

3¶479¶526¶831

1¶242¶573¶318 資 産 見 返 寄 附 金 629¶343
機 械 及 び 装 置 2¶193¶012¶235 資産見返補助金等 310¶880¶795

減価償却累計額 � 2¶050¶075¶937 資産見返物品受贈額 125¶699¶230

142¶936¶298
建設仮勘定見返運営
費交付金

3¶167¶010

船 舶 及 び 航 空 機 1¶878¶335 リース債務（長期） 206¶981¶614
減価償却累計額 � 1¶840¶712 資 産 除 去 債 務 86¶260¶271

37¶623 固定負債合計 4¶213¶145¶094

車 両 運 搬 具 34¶777¶060
負 債 合 計 10¶034¶262¶022

減価償却累計額 � 26¶781¶293
純 資 産 の 部

7¶995¶767 Ò 資 本 金
工 具 器 具 備 品 10¶467¶519¶685 政 府 出 資 金 38¶666¶145¶562

減価償却累計額 � 8¶561¶238¶478
資 本 金 合 計 38¶666¶145¶562

1¶906¶281¶207 Ó 資 本 剰 余 金
土 地 14¶330¶409¶515 資 本 剰 余 金 6¶448¶219¶593

建 設 仮 勘 定 5¶512¶274 損益外減価償却累計
額

�16¶489¶776¶328

有形固定資産合
計

32¶933¶689¶541 損益外減損損失累計
額

� 29¶164¶852

２ 無 形 固 定 資 産 損益外利息費用累計
額

� 15¶727¶033

ソ フ ト ウ エ ア 85¶092¶000
資本剰余金合計 �10¶086¶448¶620電 話 加 入 権 2¶268¶000

Ô 利 益 剰 余 金

無形固定資産合
計

87¶360¶000 前中期目標期間繰越
積立金

75¶707¶258
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１．事業区分の方法 独立行政法人空港周辺整備機構に関する省令第23条に基づき区分しております。
２．各事業区分の主な内容
\ 大阪固有事業 大阪国際空港周辺整備計画に基づく以下の事業活動を行っております。

再開発整備事業：第一種区域内で、航空機の騒音によりその機能が害されるお
それの少ない施設（騒音斉合施設）の用に供する土地の取得造成・管理及び譲
渡並びに移転跡地の有効活用を行い、騒音斉合施設への土地利用の転換を図る
事業

] 福岡固有事業 福岡空港周辺整備計画に基づく以下の事業活動を行っております。
再開発整備事業：第一種区域内で、航空機の騒音によりその機能が害されるお
それの少ない施設（騒音斉合施設）の用に供する土地の取得造成・管理及び譲
渡並びに移転跡地の有効活用を行い、騒音斉合施設への土地利用の転換を図る
事業

^ 受託事業 周辺整備空港の設置者又は地方公共団体の委託に基づく以下の事業活動を行っ

ております。

{ 移転補償事業：第二種区域指定の際に存在した建物や土地について、所有

者などから第二種区域外に移転をする申請があれば、その建物や土地につい

て補償をする事業

| 緑地造成事業：都市計画事業として緑地帯・騒音斉合施設等を整備し、航

空機の騒音による障害の発生防止とその地域の生活環境の改善を行うため、

これに必要な用地の取得を行ったり、移転補償及び都市計画事業により取得

した土地において造成・植栽などにより緑地帯を整備する事業

_ その他事業 民家防音事業：第一種区域指定の際、現に所在する住宅について、航空機騒音

による障害を防止し、又は軽減するための防音工事に関し助成する事業

独立行政法人国立環境研究所平成23年度財務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項の規定に基づき、独立行政法人国立環
境研究所平成23年度財務諸表について次の通り公告します。
平成 24年 10月 24日 茨城県つくば市小野川16`２

独立行政法人国立環境研究所
理事長 大垣眞一郎
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